
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　中心軸線を持つ不動フレーム と、
　前記不動フレーム に回転自在に装着されて、前記中心軸線の周りに回転可能で
ある回転フレーム と、
　前記回転フレーム に並進自在に装着されたキャリッジ と、
　前記キャリッジ に旋回自在に装着されて、 半
径方向に延びた第１の旋回軸線 の周りに旋回可能である第１の旋回自在の手段

と、
　前記第１の旋回自在の手段 に旋回自在に装着されて、前記第１の旋回軸線

に対して垂直な第２の旋回軸線 の周りに旋回可能である第２の旋回自在の手
段 と、
　前記第２の旋回自在の手段 に結合され、前記第１及び第２の旋回軸線

の周りに旋回可能である第 の超音波変換器手段 とを有することを特徴と
する検査装置。
【請求項２】
　更に、前記第２の旋回自在の手段 に旋回自在に装着された第３の旋回自在の手
段 を有し、該第３の旋回自在の手段 は前記第２の旋回軸線 に平
行な第３の旋回軸線 の周りに旋回自在であり、前記第 の超音波変換器手段

が前記第３の旋回自在の手段 に装着されていて、前記第３の旋回軸線
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の周りに旋回可能である請求項 記載の検査装置。
【請求項３】
　更に、前記第 の旋回自在の手段 に旋回自在に装着されていて、前記第１及び
第２の旋回軸線 の周りに旋回可能である輪郭追従手段 を有する請
求項 記載の検査装置。
【請求項４】
　更に、前記第１の旋回自在の手段 に装着された第 の超音波変換器手段

を有し、該第 の超音波変換器手段 が前記第１の旋回軸線 の周りに旋
回自在であるが、前記第２の旋回軸線 の周りには旋回自在ではない請求項

記載の検査装置。
【請求項５】
　前記回転フレーム が第１及び第２の線形摺動レール を有し
、前記キャリッジ が、前記第１及び第２の線形摺動レール に
夫々沿って摺動自在である第１及び第２の線形摺動キャリッジ で構成
されている請求項 記載の検査装置。
【請求項６】
　 切欠き部分を 　 当該
回転フレームが前記不動フレーム に対して所定の角度位置にある時に前記不動フ
レームの切欠き部分と整合する切欠き部分を ことを特徴とする

検査装置。
【請求項７】
　 リング歯車で構成され前記回転フレーム（３０）

歯つき部材 を有し、
　前記不動フレーム 回転自在に装着された第１及び第２の駆動歯車

、
　前記第１及び第２の駆動歯車 の各々は、前記不動フレーム
及び前記回転フレーム の の切欠き部分が整合する時に前記歯つき部材

に係合する歯を持ち、
　前記回転フレーム は前記中心軸線の周りに３６０°回転可能であり、
　前記第１及び第２の駆動歯車 の回転軸線が角度方向に隔た

、前記第１及び第２の駆動歯車 の内の少なくとも一方が常に前記
歯つき部材 と係合する様になっている請求項 記載の検査装
置。
【請求項８】
　更に、角運動モータ と、該角運動モータに結合された角運動駆動滑車
と、前記第１及び第２の駆動歯車に夫々結合された第１及び第２の被動滑車

と、前記第１及び第２の被動滑車を前記角運動駆動滑車に結合する第１及び第２の
ベルト とを有し、前記角運動モータ及び前記角運動駆動滑車が前記不
動フレームに装着されている請求項 記載の検査装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の分野】
本発明は全般的に金属等の材料の完全さにとって有害な空所、きず、ひゞ割れ並びにその
他の欠陥があるかどうか調べる非破壊検査に関する。具体的に云うと、本発明は沸騰水形
原子炉の原子炉圧力容器の底部ヘッドの通抜け部の周縁の高い所に配置されたノズルの超
音波検査に関する。
【０００２】
【発明の背景】
水を冷却材及び減速材とする沸騰水形原子炉の構造は周知である（例えば米国特許第４，
５４８，７８５号及び同第５，１１８，４６４号を参照されたい）。図１に示す様に、沸
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騰水形原子炉２が、軽水の様な冷却材－減速材の中に没した原子炉炉心（図に示してない
）を収容する原子炉圧力容器４を含む。炉心は、環状シュラウド６によって取り囲まれて
いるが、上側炉心支持格子８及び下側炉心支持板１０の間に相隔てゝ配置された複数個の
交換可能な燃料集合体（図に示してない）を持っている。複数個の制御棒駆動ハウジング
（図に示してない）が原子炉圧力容器４の底部ヘッドを通抜けていて、炉心の反応度を制
御する為に制御棒（図に示してない）を燃料集合体の間に選択的に挿入出来る様にする制
御棒駆動部を収容している。
【０００３】
１つの制御棒と４つの燃料集合体が炉心の１つの燃料セルを構成する。４つの燃料集合体
はその上端では、交差して噛み合うはりによって形成された上側炉心支持格子８内の開口
の中で横方向に支持されている。下端では、４つの燃料集合体は、制御棒案内管の上端に
はめられた燃料集合体支持部材の上に垂直方向に支持されており、また横方向の支持は、
下側炉心支持板１０にある開口又は孔に案内管を通すことによって行われている。
【０００４】
更に、複数個のノズル（図１にはその内の１つのノズル２０だけを示す）が原子炉圧力容
器の底部ヘッドを通抜ける。こう云うノズルは２種類ある。即ち、燃料炉心の両端間の差
圧を監視する手段になる差圧ノズルと、スクラムの出来ない様な過渡的な過剰エネルギ事
態が起こった場合に燃料炉心に液体の中性子吸収材を供給する手段になる液体毒物質ノズ
ルとである。各々のノズル２０は外側管１２によって支持されていて、上側炉心支持格子
８の高さまで伸びている。外側管１２は底部ヘッドの通抜け部に固定される。
【０００５】
差圧ノズル及び液体毒物質ノズルが原子炉圧力容器４の底部ヘッドを通抜けるのは、スタ
ブ管１４（図１１参照）を使って行われる。各々のスタブ管は、その特定の場所に於ける
底部ヘッドの曲率に合う様にその下端の形状が適当に定められているが、底部ヘッドの対
応する開口又は孔に円周方向の溶着部１６によって固定される。外側管１２は、外側管１
２を垂直方向に正しく位置ぎめした後、スタブ管１４の上端に円周方向の溶着部１８によ
って溶接される。
【０００６】
上に述べた所から明らかな様に、スタブ管は圧力容器の境界の一部分になり、その中に何
らかの欠陥（例えばひゞ割れ）があれば、圧力系の完全さを脅かすことがある。ある条件
のもとでは、スタブ管は、外側管とスタブ管を結合する上側の溶着部１８に隣接した熱影
響部において応力腐食割れを生ずることが判っている。この応力腐食割れがあると、外側
管１２とスタブ管１４との間の狭いすき間を通って容器から水が漏れることがあり、これ
は望ましくない事態であって修理を必要とする。
【０００７】
上に述べた理由で、外側管を原子炉圧力容器に取付ける溶着部は、その構造的な完全さを
調べる為に定期的に検査することが必要である。しかし、差圧ノズル及び液体毒物質ノズ
ルは本質的に接近が困難である。従って、差圧ノズル及び液体毒物質ノズルを原子炉圧力
容器に取付ける溶着部を遠隔から自動的に検査する手段が必要になる。
【０００８】
【発明の要約】
本発明は、差圧ノズル及び液体毒物質ノズルを原子炉圧力容器の底部ヘッドに取付ける溶
着部を超音波で検査する方法と装置を提供する。走査装置を燃料交換ブリッジから外側管
の周りの位置へ下げて、外側管の上側テーパに坐着させる。ノズルが取付けられている時
、外側管の頂部に接近することが出来ないから、走査器は側面から取付ける。この装置は
、側面から取付けが出来る様にする切欠き部分を有する。
【０００９】
　装置は、不動フレームと、円周方向の溶着部及びその熱影響部にわたって変換器手段を
走査させる様に遠隔操作される垂直方向及び円周方向の位置ぎめ機構とを用いる。円周方
向の位置ぎめ手段が、不動フレームのＶ字形の案内部に坐着して、不動フレーム上で３６
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０°回転することが 回転フレームを含む。回転フレームには変換器キャリッジが装
着されている。変換器キャリッジは、変換器手段を担持しているが、回転フレームに対し
て垂直方向に変位可能である。変換器キャリッジの垂直運動経路が、不動フレームの向か
い合う側面に設けられた線形摺動集成体によって保たれる。垂直運動モータ及び角運動モ
ータを一緒に制御して、スタブ管の周りの変換器手段の所望の経路を作ることが出来る。
【００１０】
　更に本発明は、原子炉圧力容器の底部ヘッドの傾斜面の輪郭に追従する手段を含む。こ
う云う輪郭追従手段は、変換器手段が、位置及び角度において溶着部の輪郭に追従する様
に保証する。容器輪郭追従装置は、傾斜角度に関係なく容器の面上に 荷重
ローラを フリーヒンジのフレームである。この機能を達成する為、容器輪郭
追従装置が上下ヒンジ（ｕｐ－ａｎｄ－ｄｏｗｎ　ｈｉｎｇｅ）に旋回自在に装着され、
この上下ヒンジが変換器キャリッジの底で側方ヒンジ（ｓｉｄｅ－ｔｏ－ｓｉｄｅ　ｈｉ
ｎｇｅ）に装着されている。
【００１１】
【好ましい実施例の説明】
次にスタブ管をこのスタブ管の内側に同心に配置された外側管に取付ける円周方向の溶着
部と、スタブ管を原子炉圧力容器の底部ヘッドに取付ける円周方向の溶着部とを検査する
ために本発明を適用した場合について説明する。しかし、非破壊検査の当業者であれば、
本発明の方法と装置が、頂部から接近出来ない円筒形の部品の外周の溶着部のひゞ割れの
検出にも一般的に応用出来ることが容易に理解されよう。
【００１２】
差圧ノズル及び液体毒物質ノズルの検査が出来る様にするには、非稼働の間、原子炉燃料
バンドル及び内部部品を一時的に取外しておくことが必要である。特に、超音波検査する
ノズルに一番近い４つの隣接する燃料集合体、関連する制御棒ブレード及び案内管、及び
関連する燃料支持鋳物は全て取外さなければならない。図１について説明すると、検査工
具２２を、燃料交換ブリッジ（図に示してない）から上側案内燃料支持部８及び下側燃料
炉心支持板１０を通して原子炉の水の中に約１２５呎下げて、溶着部の検査を行おうとす
るノズルの外側管１２の上に位置ぎめする。
【００１３】
検査工具２２は、下端に「ドッグレッグ」を持つアルミニウムのポーリング（ｐｏｌｉｎ
ｇ）工具（図に示してない）に取付けられる。正しく操作すると、この弯曲した部材は、
検査工具が外側管１２の上にのっかって、その周りに収まることが出来る様にする。検査
工具は切欠き部分を持ち、これによって側面から取付けることが出来る。正しく位置ぎめ
された時、検査工具は外側管に形成された上側の円周方向のテーパ部に坐着する。
【００１４】
図１１に示す様に、各々の外側管１２は原子炉圧力容器４の底部ヘッドを通抜ける。外側
管１２はスタブ管１４によって支持される。スタブ管１４は、その上端で、上側の円周方
向の取付け溶着部１８によって外側管１２に結合され、またその下端で、下側の円周方向
の取付け溶着部１６によって原子炉圧力容器４の底部ヘッドに結合される。スタブ管１４
及び外側管１２は流体を充填した環状すき間２４によって隔てられている。
【００１５】
差圧ノズル及び液体毒物質ノズルについて云うと、検査を必要とする区域は、スタブ管と
外側管との間の取付け溶着部１８及びその隣接の熱影響部、並びにスタブ管と原子炉圧力
容器との間の取付け溶着部１６及びその隣接の熱影響部である。例えば、経験によると、
上側の溶着部１８に隣接したスタブ管の熱影響部は応力腐食割れを起こしがちであること
が判っている。金属の張力、水流の澱み及び酸素濃度の条件により、半径方向内向きに伝
搬するひゞ割れが生じ、それがスタブ管の金属の結晶粒の境界に沿って伝搬することがあ
る。最終的には、ひゞ割れがスタブ管の内面まで伝搬し、そこでひゞ割れがすき間２４と
流体連通して、水が原子炉圧力容器から漏れ出る流路を生じる。
【００１６】
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超音波はきず及び構造的な完全さについて材料の非破壊検査を行う普通の手段である。鋼
では、きずの検査並びに寸法の推定に使われる好ましい周波数は、１乃至１０ＭＨｚの範
囲内であり、２．２５乃至５ＭＨｚが好ましい。超音波変換器及び関連する電子回路は非
破壊検査の分野で普通のものである。
普通のやり方に従って、変換器によって発生されたパルス形の超音波が、金属の表面と接
触している水の様な結合流体を介して検査しようとする金属の中に伝搬する。金属の不連
続部（例えばひゞ割れ）が、音響インピーダンスの突然の変化により、超音波パルスの反
射を生ずる。この反射は、きずの寸法と形、入射角及び金属の通路長の様な因子に関係す
る。こう云う反射が受信モードで動作する超音波変換器によって検出される。
【００１７】
溶着部１６、１８及びその熱影響部を超音波検査する検査工具２２が図２、３及び４に詳
しく示されている。この検査工具は不動フレーム２６を持ち、この不動フレームは、不動
フレームを側面から外側管上にはめ込むことが出来る様にする切欠き部分（図２に一番よ
く示されている）を持っている。不動フレームの頂部の肩の下に直径の大きい切欠き部２
１があり（図４参照）、これによって検査工具は図１１に見られるテーパのある円周方向
の肩すなわち溶着部１８の上にのっかる。
【００１８】
更に検査工具２２は、切欠き部分を持っていて不動フレーム２６に回転自在に装着された
回転フレーム３０を有する。回転フレームは不動フレーム２６の中心軸線の周りに３６０
°回転することが出来る。回転フレームが、等しい角度間隔で円周方向に分布した上側及
び下側のＶ字形ローラの組（例えば各々の組に６個ローラ）を有する。各々のＶ字形ロー
ラは夫々の垂直スピンドルに回転自在に装着されている。不動フレームには、切欠き部を
除いて、夫々上側フレーム部及び下側フレーム部に沿って円周方向に伸びる対応する上側
及び下側のＶ字形案内部が設けられている。各々のＶ字形案内部は水平平面内に配置され
た凹部であって、Ｖ字形ローラのＶ字形断面と同形のＶ字形断面を有する。普通の様に、
Ｖ字形ローラがＶ字形案内部の中で転がって、回転フレームの回転を容易にする。図２に
示す様に不動フレーム及び回転フレームの切欠き部分が整合した時、検査工具は外側管に
取付けることが出来る。
【００１９】
　図２について説明すると、 歯つき部材３２が回転フレー
ム３０ にしっかりと取付けられている。１
対の駆動歯車３４Ａ、３４Ｂが不動フレームに回転自在に装着されている。各々の駆動歯
車３４Ａ、３４Ｂは、（リング歯車の一部分で構成された）歯つき部材３２の歯と係合す
る歯を有する。駆動歯車３４Ａ、３４Ｂの回転軸線は角度方向に隔たっていて、これらの
２つの駆動歯車の内の少なくとも一方が常に歯つき部材３２と係合する様になっている。
駆動歯車は角運動モータ３６（図３及び４参照）から滑車装置を介して回転する様に駆動
される。滑車装置は、角運動モータ３６の出力軸に接続された角運動駆動滑車３８と、駆
動歯車３４Ａ、３４Ｂに夫々接続された１対の被動滑車４０Ａ、４０Ｂと、被動滑車４０
Ａ、４０Ｂを角運動駆動滑車３８に夫々結合する１対のタイミングベルト４２Ａ、４２Ｂ
で構成される。角運動モータ３６、駆動滑車３８及び被動滑車４０Ａ、４０Ｂは全て、図
３及び４に見られる様に、不動フレーム２６の上板２７によって支持されている。図２で
は、他の部分を見易くする為、角運動モータ及び不動フレームの上板が取外されている。
【００２０】
　角運動モータ３６が作動されると、駆動歯車３４Ａ、３４Ｂは回転する。これらの駆動
歯車の内の少なくとも一方は、他方の駆動歯車が切欠き部分の中に位置していて歯つき部
材３２と係合していない時でも、歯つき部材３２と係合し、これにより連続的な運動を保
証する。係合している駆動歯車（１つ又は複数）は、駆動された時に回転フレーム３０を
不動フレーム２６の周りに回転させる。
【００２１】
回転フレーム３０には変換器キャリッジ４４が装着されている。変換器キャリッジ４４は
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一部がリング歯車で構成された
（上側フレーム３０Ａ，下側フレーム３０Ｂ）



、変換器パッケージ４６、４８を担持していて（図３及び４参照）、回転フレームに対し
て垂直方向に変位可能である。変換器キャリッジの垂直方向の移動経路が、回転フレーム
３０の向かい合った側に設けられた線形摺動集成体によって保たれている。特に、各々の
線形摺動集成体は、変換器キャリッジ４４にしっかりと取付けられた線形摺動キャリッジ
（５０Ａ、５０Ｂ）及び回転フレーム３０にしっかりと取付けられた線形摺動レール（５
２Ａ、５２Ｂ）で構成されている。
【００２２】
変換器キャリッジ４４の垂直方向の移動は、垂直運動モータ５４によって行われる。垂直
運動モータ５４は、回転フレーム３０に回転自在に装着された下側滑車５８と該モータの
出力軸に接続された上側滑車６０とにかけられたタイミングベルト５６を駆動する。タイ
ミングベルト５６は変換器キャリッジ４４の中央部分に固定されており、この為タイミン
グベルトが滑車５８、６０上を循環するとき変換器キャリッジの垂直方向の変位が生ずる
。
【００２３】
　垂直運動モータ及び角運動モータを一緒に制御して、スタブ管の周りに変換器パッケー
ジの所望の経路を作ることが出来る。特に、変換器キャリッジ４４

変換器パッケージ４６は、 垂直方向にも、
管の周りの角度方向にも、その位置が制御される。更に、原子炉圧力容器の

底部ヘッドの傾斜面の輪郭に追従する手段が設けられる。こう云う輪郭追従手段は、走査
の間、変換器パッケージが位置及び角度において溶着部の輪郭に追従する様に保証する。
【００２４】
容器輪郭追従装置は、検査工具２２を取付ける際ならびに取付けた後でも必要でないとき
は、図３に示す様に、上向き位置で保管される。容器輪郭追従装置は捩りばね（図に示し
てない）によって上向き位置に保持される。容器輪郭追従装置を下げる（すなわち展開す
る）には、サービス・ポールの遠隔操作によって、この引張りばねを解放する。
【００２５】
容器輪郭追従装置はフリーヒンジのＵ字形フレーム６２で構成され、その端の隅に荷重ロ
ーラ６４を設けてある。容器輪郭追従装置を下げると、フレームは、容器の傾斜角度に関
係なく、容器の面上にぴったりと沿う。この機能を達成する為、フレーム６２が上下ヒン
ジ６６に旋回自在に装着され、このヒンジが変換器キャリッジ４４の底部で側方ヒンジ６
８に取付けられている。ヒンジ６８の軸線は大体半径方向の向きである。
【００２６】
荷重ローラ６４が接触した面の輪郭に応じて、ヒンジ６６における傾斜角度が決まる。第
１の変換器パッケージ４６は、両方の取付け溶着部１６、１８を走査する様に位置ぎめす
ることが出来るが、ヒンジ６６に接続されていて、容器輪郭追従装置のフレーム６２の傾
きに応じて、側方ヒンジ６８の周りにも旋回する。第２の変換器パッケージ４８も、１対
のリンク７２及び第２の上下ヒンジ７０を介して、上下ヒンジ６６に結合されている。ヒ
ンジ７０は、上下ヒンジ６６と平行に配置されている。変換器パッケージ４８は、両方の
荷重ローラ６４が面の角度及び変動に関係なく容器／溶着部と接触した状態にとゞまる様
に、二重ヒンジ結合されている。これによって、変換器パッケージ４８は、半径方向に於
ける面の変動を補償する様に、その向きを調節することが出来る。変換器パッケージ４８
が上下ヒンジ６６に結合され、このヒンジ６６が側方ヒンジ６８に旋回自在に装着されて
いるから、変換器パッケージ４８も実効的に側方ヒンジ６８に旋回自在に装着されている
。これによって変換器パッケージ４８は、円周方向に於ける面の変動を補償する様に、そ
の向きを調節することが出来る。
【００２７】
上に述べた検査工具は３つのモードで超音波走査を行う。その内の第１のモードが図５、
６及び１１に示されており、このモードでは、変換器パッケージ４６が円周方向の取付け
溶着部１８及びその熱影響部を走査する。図５及び６は、回転フレーム３０が１８０°回
転する前及び後の変換器パッケージ４６の位置を示す。図１１の矢印は、溶着部１８と外

10

20

30

40

50

(6) JP 3995280 B2 2007.10.24

に垂直部材５９を介し
て接続されている 垂直運動モータにより 角運動
モータにより



側管１２及びスタブ管１４中のその熱影響部との走査を示す。
【００２８】
図７、８及び１２に示す第２のモードでは、容器輪郭追従装置が下げられている間、変換
器パッケージ４６が円周方向の取付け溶着部１６及びその熱影響部を走査する。図７及び
８は、変換器パッケージ４６の垂直変位を伴う回転フレーム３０の１８０°の回転の前及
び後の変換器パッケージ４６の位置を夫々示す。図１２の矢印は、溶着部１６とスタブ管
１４中のその熱影響部との走査を示す。
【００２９】
第３のモードが図９、１０及び１３に示されており、このモードでは、容器輪郭追従装置
が下げられている間、変換器パッケージ４８が円周方向の取付け溶着部１６及びその熱影
響部を走査する。図９及び１０は、変換器パッケージ４６の垂直変位を伴う回転フレーム
３０の１８０°の回転の前及び後の変換器パッケージ４６の位置を夫々示す。図１３の矢
印は、溶着部１６とスタブ管１４中のその熱影響部との走査を示す。
【００３０】
第２及び第３の走査モードでは、変換器は、位置及び角度において取付け溶着部１６の輪
郭に追従する。
上に述べた好ましい実施例は例示の為に説明した。超音波検査装置の設計の当業者であれ
ば、本発明の広義に見た考えを逸脱しない種々の変更が容易に考えられよう。例えば、変
換器キャリッジの垂直移動は、タイミングベルトの代わりに普通のボールねじを使って行
うことが出来る。摺動レールの代わりにローラを用いてもよい。角運動モータ、駆動滑車
及び被動滑車は回転フレームに取付け、歯つきリング歯車は不動フレームに取付けてもよ
い。この様な全ての変更は、特許請求の範囲に含まれることを承知されたい。
【図面の簡単な説明】
【図１】沸騰水形原子炉の原子炉圧力容器の底部ヘッドにノズルを取付ける溶着部を検査
する為に必要な位置に本発明の工具を配置する為の経路を示す概略配置図。
【図２】角運動モータ及び不動フレームの上板を取外して他の部分を見易くした、本発明
の好ましい実施例の超音波検査工具の平面図。
【図３】本発明の好ましい実施例による超音波検査工具の正面図。
【図４】本発明の好ましい実施例による超音波検査工具の斜視図。
【図５】図１１に示す走査を行う為の超音波検査工具の変換器パッケージの位置を示す配
置図。
【図６】図１１に示す走査を行う為の超音波検査工具の変換器パッケージの別の位置を示
す配置図。
【図７】図１２に示す走査を行う為の超音波検査工具の変換器パッケージの位置を示す配
置図。
【図８】図１２に示す走査を行う為の超音波検査工具の変換器パッケージの別の位置を示
す配置図。
【図９】図１３に示す走査を行う為の超音波検査工具の変換器パッケージの位置を示す配
置図。
【図１０】図１３に示す走査を行う為の超音波検査工具の変換器パッケージの別の位置を
示す配置図。
【図１１】スタブ管と外側管との間の円周方向の溶着部及びその熱影響部を本発明の好ま
しい実施例による第１の変換器パッケージにより走査する際の超音波ビームの経路を示す
説明図。
【図１２】スタブ管と原子炉圧力容器との間の円周方向の溶着部を第１の変換器パッケー
ジによって走査する際の超音波ビームの経路を示す説明図。
【図１３】スタブ管と原子炉圧力容器との間の円周方向の溶着部及びその熱影響部を本発
明の好ましい実施例による第２の変換器パッケージによって走査する際の超音波ビームの
経路を示す説明図。
【符号の説明】
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４　　　原子炉圧力容器
１２　　外側管
１４　　スタブ管
１６、１８　　溶着部
２０　　ノズル
２２　　検査工具
２６　　不動フレーム
３０　　回転フレーム
３２　　リング歯車の一部分で構成された歯つき部材
３４Ａ，３４Ｂ　　駆動歯車
３６　　角運動モータ
３８　　角運動駆動滑車
４０Ａ，４０Ｂ　　被動滑車
４２Ａ，４２Ｂ　　タイミングベルト
４４　　変換器キャリッジ
４６，４８　　変換器パッケージ
５０Ａ，５０Ｂ　　線形摺動キャリッジ
５２Ａ，５２Ｂ　　線形摺動レール
５４　　垂直運動モータ
５６　　タイミングベルト
５８，６０　　滑車
６２　　Ｕ字形フレーム
６４　　荷重ローラ
６６，７０　　上下ヒンジ
６８　　側方ヒンジ
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】
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